
1．　は　じ　め　に

　内示は，調達に関する企業間サプライチェー
ンの取引に活用される［1］。内示は「生産に先
行して，製造業者，販売業者などの顧客あるい
は，自社の販売部門などから供給業者に提示さ
れる注文予定情報」である。「最終的には，確
定注文が伝達されるが，それが内示と必ずしも
同じとは限らない」ということから内示は生産
の参考値である。それでも，「単なる見積もり
情報ではなく，提示側当事者あるいは，社内の
関係部門から提示され，それぞれの部門の業務

に影響を及ぼす予定情報」である［2］。
　内示により，提示側は多様化する顧客のニー
ズに柔軟に応え，短い納期で多種の部品を安定
かつ大量に確保でき，一方，受取側は，内示を
参考に原材料，部品の購買・生産準備に着手す
ることができるために，膨大な製品在庫を保有
することなく，安定的な供給を実現している。
　自動車業界においては，内示方式と称され，
多くの完成車メーカーが採用している［3–6］。
完成車メーカーは部品サプライヤーへ生産に先
行して定時定例的に「内示」を提示し，生産開
始の一定期間前に「確定注文」を伝達し，自社
の生産に同期して，部品の納入を指示する仕組
みをとっている。
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　自動車業界以外にも，内示方式と称されては
いないが，例えば，電機メーカーでは，主要部
品を購買リードタイムによってランクに分け，
ランクごとに取引先に，一定期間前に「情報」
「予約」という参考値を提示している［7］。ま
た，大手スーパーから取引先に提示される特売
日とその「販売参考値」，社内の営業部門から
の製造部門に提示される「販売予測値」なども
内示の一種であろう［2］。
　内示は，最終的には，確定注文に置き換わる
ために，不確実な要因を持つ注文情報であるが，
不確実性の中にも，一定の特性を持つことが多
く，この性質を利用して筆者によるいくつかの
提案が行われている。不確実な注文を分布形で
あらわし，内示を用いて在庫品切れとコストを
考慮する生産計画に関する論文［8–16］，内示
情報を有効活用するための内示業務を規定する
キー項目とその体系化に関する論文［17–20］，
リスク評価尺度に関する論文［21, 22］等であ
る。部分的かつ逐次に研究は進められているが，
総合的でなく，体系化されていない。また，内
示を活用する有効性や優位性に関しては個別事
例，方法ごとに述べられているにとどまってお
り，体系的かつ理論的な考察が必要である。
　ビジネスの変化が緩やかな時代であれば，一
度注文を受けると，ほぼその数量，タイミング
で次回以降も継続すると想定できることは多い。
しかし，ビジネスの変化が激しい昨今であれば
顧客からの注文の変動が大きく起こる。それを
反映して自社の生産を行うに必要な資材，部品
の調達においても伝搬され，「内示の変動」と
なって確定注文に先行して，受取側に届く。い
わば，内示は，確定注文の到着に先立って，顧
客の調達活動（受取側からみたら需要）を予想
できそうな貴重な情報，すなわち先行需要予測
情 報（Advance demand forecasting informa-

tion）であるといえる。
　そこで，本論文は，内示を先行需要予測情報

と位置づけ，生産管理，在庫管理，発注管理に
有効に活用するために，その活用の方法を内示
理論として体系化する。すなわち，従来から，
筆者により個々に提案されてきた内示に関する
知見を集約し，整理し，理論体系立てる。加え
て，不確実な顧客の注文に対して在庫品切れリ
スクに対応する方法として従来の「安全在庫法」
［2］に比較して，「内示を活用する方法」が優
位であることを理論的に証明する。そして，需
要の不確実性と変動性が大きい昨今において内
示を用いることの意味を明らかにする。次に，
内示をベースにした生産管理，在庫管理，発注
管理業務を確立するに際して，内示業務プロセ
スを特徴づけるキー項目を更新し，分類・体系
化する。最後に，リスクを考慮した生産量ある
いは発注量の決定方法等など内示を活用する場
合の留意事項を述べる。
　本論文の構成は，
2章では，内示と確定注文の間の特性
3章では，内示モデル
4章では，安全在庫法―古典的な在庫管理法
5章では，内示を用いる方法の優位性
6  章では，在庫品切れリスクの評価（1）―ブレ
分布が正規分布の場合
7  章では，在庫品切れリスクの評価（2）―ブレ
分布が正規分布以外の場合
8章では，内示理論の適用
である。

2．　内示と確定注文の間の特性

2．1　内　示

　確定注文は，図 1（a）のように，納期の一定
所要期間（納入リードタイムという）前に提示
され，内示は製造着手から納期までの所要期間
（製造リードタイムという）以前に提示される。
一般的に，内示は，図 1（b）のように，定期定
例的に，複数回の内示が提示される。例えば，
3か月前に 1回目， 2か月前に 2回目， 1か月



内示理論 27

前に 3回目の内示が提示される。
　一般化すると，n 期前に初めての内示が提示
され，逐次に， 2期前内示， 1期前内示が提示
され，最終的には確定注文がなされる。このこ
とは，当期から将来を見た場合には，確定注文
に加えて，表 1に示すように 1期先， 2期先，
…，n 期先までの内示が提示されることを示し
ている。
　これらは，取引企業間にて商習慣的に決めら
れている。確定注文，内示の提示の仕方やタイ
ミングは多くのバリエーションがある。ここで
は，基本形について述べ，基本形以外について
は， 8章で述べる。なお，実務の世界では，供
給業者（サプライヤー）との契約上，内示とい
う表現を用いているが，確定注文を発注する場
合がある。ここでは扱わないことにする。

2．2　ブ　レ

　ある仕様（品番などで特定される）に対して
内示と確定注文の内容（数量，納期等）がまっ
たく同じ場合は，受取側は内示に基づいて生産

開始すればよいので，実質的に受注生産となる。
通常は，内示と確定注文は異なり，内示と確定
注文の数量の差異を「ブレ」と呼ぶ。内示が複
数回あることから，i 期前の内示と確定注文の
差を「i 期前内示とのブレ」と呼ぶ。単に「ブ
レ」とも呼ぶこともある。

i 期前内示とのブレ＝ 確定注文数量 

－i 期前内示数量

である。
　ブレが 0のときは，確定注文数量と内示数量
は同じであり，ブレが正のときは確定注文数量
が内示数量より多くなることを表している。内
示が n 期前から始まる場合には，n 種のブレ
が存在することになる。
　ブレの例を図 2に示す。通常は，分布形を用
いて表現されることが多く，この場合では，平
均値が 0近辺であり，ほぼ左右対称であるので，
ブレが正あるいは負になる比率がほぼ50:50で
あるとわかる。
2．2．1　ブレ分布

　ブレの分布を「ブレ分布」と呼ぶ。ブレ分布
において，ブレの傾向が正負どちらにあるかは，
在庫補充，発注計画におけるリスク評価の上で
大きな意味を持つ。それで，内示の提示の仕方
からブレ分布を 3つに分類する。
Ａ． ブレ分布の平均値が 0になる場合（中央提
示型という）

Ｂ． ブレ分布の平均値が負になる場合（上方提

図 1　確定注文にいたる内示の提示

（a）内示と確定注文

（b）複数回の内示と確定注文

表 1　当期から見て複数期先までの内示

当期 1期先 2期先 … n 期先

注文／
内示 確定注文 内示 1 内示 2 … 内示 n

図 2　ブレ分布図（縦軸：度数，横軸 : ブレ）
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示型という）
Ｃ． ブレ分布の平均値が正になる場合（下方提
示型という）

　B. のように，ブレ分布の平均値が負になる
上方提示型の場合には，事前の注文予定数であ
る内示に対して確定注文数量が下回る比率が強
いということであり，事前の内示は大目に（上
方に）提示される傾向にあることを意味してい
る。この場合には，内示の数量通りに生産を
行っていると平均的に確定注文数量が少なくな
ることから，結果として予定より在庫が余り気
味（上方傾向）になることを示している。
　図 3に，3つの提示型の模式図を示している。
中央の縦線は 0の位置を示している。
2．2．2　ブレ分布の形

　ブレ分布については，次の 5つに分けて考察
することが妥当である。
Ａ． ブレ分布形が特定でき正規分布であるもの
Ｂ． ブレ分布形が特定でき，正規分布ではない
が，ガンマ分布のように再生性をもつもの

Ｃ． ブレ分布形が特定できるが，再生性をもた
ないもの

Ｄ．ブレ分布形が特定できないもの
Ｅ． ブレ分布は度数分布表で表すことができる
もの

　まずは，特定の分布形を仮定しないで，ブレ
の平均値と標準偏差のみがわかっているとして
理論展開する。分布形が特定できれば，さらに
追加的な知見が得られる。通常は，過去の業務
データを統計処理してブレ分布を代表的な分布

に当てはめることが多い。実務的には，代表的
な分布の形になることは少なく，また度数分布
表のような表現をせざるを得ない場合が多い。
7章にて詳述する。

3．　内 示 モ デ ル

3．1　ブレの記号

　現時点から i i n=( )1 2, , , 期先のブレを δ i ，
その期待値 E δi ，分散 V δi  をそれぞれ

,µ ωi i
2 とする。分布形は特定しない。

これらを用いると，ブレ δ i は，

δ µ εi i i= +  （3.1）

ここで，

E εi i  = ∀0,

E ε εi j i j i  = ∀ ∀ >0, ,

V ε ωi i i  = ∀2,  

（3.2）

である。
　（3.2）式においては特定の分布形を想定して
いない。

図 3　ブレ分布の 3パターン（縦軸：度数，横軸：ブレ）
（a）中央提示型 （b）上方提示型 （c）下方提示型

表 2　ブレとその期待値と分散

1 2 … i … n

ブレ δ1 δ2 … δ i … δn

E δi  μ1 μ2 … μ i … μn

V δi  ω1
2 ω2

2 … ω i
2 … ωn

2
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3．2　在庫量

　i 期先の確定注文，内示，生産量（あるいは，
発注量），在庫量をそれぞれ di，di，xi，Si
とする。

　i 期先の在庫量は，i - 1 期の在庫量 Si-1 に生
産量 xi を加えて，確定注文 di を引いたもので
あるから，i 期先の在庫量は，

S S x di i i i= + −−1

　上の式に，S S x di i i i− − − −= + −1 2 1 1 を代入し，
この操作を次々進めると，在庫量の表現につい
て次の式を得る。当期末の在庫量（初期在庫量
と呼ぶ）を S0 とすると，i 期先の在庫量は，

S S x di
t

i

t
t

i

t= + −
= =
∑ ∑0

1 1

 （3.3）

であらわされる。すなわち，i 期先の在庫量は，
初期在庫量 S0 に i 期先までの生産量あるいは，
発注量 ∑ =t

i
tx1 を加えて，i 期先までの確定注

文量 ∑ =t
i

td1 を引いたものである。
　一方，確定注文の表現を考える。i 期先の確
定注文（需要量）は，i 期先の内示 di にブレ
δ i  が加わったものであると考えることから，
（3.1）式を用いて，

d d di i i i i i= + = + +δ µ ε  （3.4）

である。
　（3.3）（3.4）式より，

S S x d S x di
t

i

t
t

i

t t t
t

i

t
t

i

t
t

i

t
t

= + − + +( ) = + − − −
= = = = =
∑ ∑ ∑ ∑ ∑0

1 1
0

1 1 1

µ ε µ
==
∑

1

i

tε 

　S S x d S x di
t

i

t
t

i

t t t
t

i

t
t

i

t
t

i

t
t

= + − + +( ) = + − − −
= = = = =
∑ ∑ ∑ ∑ ∑0

1 1
0

1 1 1

µ ε µ
==
∑

1

i

tε  （3.5）

（1）在庫量の期待値と分散
　在庫量 Si の期待値を求める。

E ES S x di
t

i

t
t

i

t
t

i

t
t

i

t  = + − − −  
= = = =
∑ ∑ ∑ ∑0

1 1 1 1

µ ε

 （3.6）

であり，

E εt t  = ∀0,

であるから，

E S S x d mi
t

i

t
t

i

t
t

i

t i  = + − − ≡
= = =
∑ ∑ ∑0

1 1 1

µ  （3.7）

　つぎに，在庫量の分散を求める。

S Si i
t

i

t−   = −
=
∑E

1

ε

であるから，

V E E E
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S S Si i i
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E ε εi j i j i  = ∀ ∀ >0, ,

V ε ωi i i  = ∀2,

である。よって，

V ESi
t

i

t
t

i

t i  =   = ≡
= =
∑ ∑

1

2

1

2 2ε ω σ  （3.8）

（2）在庫見通し
　i 期の在庫見通しを定義する。（3.5）式にお
いて，ブレの要素を除いた部分を「在庫見通し」
と呼び，Si とする。

表 3　記号の説明

1 2 … i … n

確定注文（実績） d1 d2 … di … dn

内示 d1 d1 … di … dn

生産量（あるい
は，発注量） x1 x2 … xi … xn

在庫量 S1 S2 … Si … Sn
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S S x di
t

i

t
t

i

t≡ + −
= =
∑ ∑0

1 1

 （3.9）

すなわち，在庫見通し Si とは，初期在庫量
S0，生産量（発注量） xt と内示 dt によって求

められる。これらの項目はすべて当期において
既知であるかあるいはコントロール項目である
点に注目すべきである。ブレは考慮せず，既知
のデータの積み上げにより在庫推移を求めよう
とする立場である。
（3）在庫推移の表現
　 3期間の在庫推移の例を図 4に模式的に表現
している。上から，（a）中央提示型の場合，（b）
上方提示型の場合，（c）下方提示型の場合であ
る。在庫の期待値 E Si  の推移を実線（図中
の■印）で，また在庫見通し Si の推移を点線
（図中の●印）で表している。
　特に在庫の期待値 E Si （図中の■印，mi）
については，標準偏差 σ i がわかっているので，
起こりうる在庫（実現値）の範囲と頻度のイ
メージを模式的に分布の形で記載している。
　μi の正負あるいは 0により，在庫見通し（点
線，図中の●印）と在庫の期待値 E Si （mi，
図中■印）の相対位置が異なることに留意がい
る。中央提示型の場合は，在庫見通しと在庫の
期待値 E Si  は一致する。しかし，上方提示
型の場合や下方提示型の場合には，在庫見通し
と在庫の期待値 E Si  は一致しない。とくに，
下方提示型の場合には，µi > 0 であるから，
（3.7）式より，在庫の期待値 E Si  は，在庫見
通しより下方に位置する。このために，在庫見
通しでは在庫は十分あると判断していても，在
庫の期待値は低位にあるので，ブレを考慮する
と在庫の欠品が起こる場合がある。
（4）在庫見通しと在庫の期待値
　在庫見通し（図 4中の●印）は，従来から，
広く在庫推移予想にもちいられてきたものであ
る。確定的な要素と提示される内示のみに基づ

いて在庫量を予想するものである。既知のデー
タのみを用いており，不確定なブレを考慮に入
れていない。内示のブレはないかあるいはあっ
ても無視できるほど小さい場合にはこの方法に
よる在庫予想でも十分であると思われる。しか
し，不確実な需要環境においてブレは不可避で
あり，またタイプにより在庫量の期待値を上方，
下方へズレさせる。
　一方，在庫の期待値 E Si  は，内示のブレ
を考慮し，期待値を求めているという意味で
もっとも期待されるあるいは実現可能性が高い
（most likely）在庫の動きを表している。また，
在庫量の分布（標準偏差 σ i）がわかっている
ので，期ごとに起こりうる実現値としての在庫
の範囲がわかる。分布形が特定できれば在庫量
の取りうる頻度もわかる。このために，コント

図 4　記号を使った提示型別の在庫推移の表現

（a）中央提示型の場合（μ i = 0, i = 1,2,3）

（b）上方提示型の場合（μ i < 0, i = 1,2,3）

（c）下方提示型の場合（μ i > 0, i = 1,2,3）
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ロール要因である生産量（あるいは発注量）を
決めれば在庫の期待値が算出され，これに対す
るリスク評価が可能になる。そして，リスク評
価に基づくより適正な在庫レベルを決定するよ
うに生産量（あるいは発注量）をどのように調
整すればよいか ? という不確実な需要下にお
ける最適化問題の議論が容易になってくる。
（5）例題に見る在庫見通しと在庫の期待値
　以上述べたことを例示する。初期在庫量 S0，
生産量（発注量） xt，内示 dt およびブレ分布
が求まっているとする。図 4にあわせて，在庫
見通し（点線，図中の●印）と在庫の期待値（実
線，図中■印）のグラフを図 5に示している。

4．　安全在庫法―古典的な在庫管理法

　安全在庫量は，不確実な需要量の平均と平均
との差のばらつき（標準偏差）を用いて，

安全在庫量＝ 安全在庫係数 

×需要のばらつき（標準偏差）

で求める［23］。ここで，安全在庫係数は，許
容できる在庫品切れ率に合わせて，表 4のよう
に設定することになっている［2］。
　例えば，表 4より，在庫品切れ率 5％の場合
の安全在庫係数は1.645である。この 2 つの関
係は，図 6のように平均 0，標準偏差 1の標準
正規分布において1.645より小さくなる領域の
比率が0.95（＝1－0.05）であることを表してい
る。あるいは，確率0.95のパーセント点が1.645
であるともいえる。
　需要量の分布形が正規分布ならば，在庫品
切れ率 p の安全在庫係数 Kp は，Excel の
NORMINV 関数で求めることができる［24］。
すなわち，安全在庫係数 Kp は，

K NORMINV pp = −( )1 0 1, ,  （4.1）

　表 4 と（4.1）式の結果を比べてみると，表 4
の安全在庫係数は不確実な需要量の分布が正規
分布である場合を想定したものである。

図 5　例題にみる在庫見通しと在庫の期待値

表 4　在庫品切れ率と安全在庫係数

在庫品切れ率（％） 10 5 4 3 2 1 0

安全在庫係数 1.282 1.645 1.751 1.881 2.054 2.326 ∞

図 6　安全在庫係数と在庫品切れ率との関係
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5．　内示を用いる方法の優位性

　安全在庫量は，在庫品切れ率が与えられると，
需要量のばらつき（標準偏差）により決まる。
一方，内示理論では，需要量は i 期先の内示
とブレの平均とばらつきから構成される。両者
の期ごとの在庫品切れ率を同一条件にして，一
定期間における在庫品切れ率を遵守するための
所要の総在庫量（単に，総在庫量という）を比
較することにより内示を用いた方法が優位であ
ることを理論的に証明する。

5．1　内示を用いることの優位性の証明

　i 期先の需要量 di は次のようにあらわされ
ることはすでに述べた。

d d di i i i i i= + = + +δ µ ε

E εi i  = ∀0,

E ε εi j i j i  = ∀ ∀ >0, ,

V ε ωi i i  = ∀2,

以下の展開では，一般性を失うことなく，
µi i= ∀0, とし，在庫品切れ率 p の安全在庫係

数を Kp とする。

［証明］
①内示を用いたときの総在庫量
　i 期先の在庫量 Ŝi

A を求めると，各期の内示
di を陽に用いて，

Ŝ d Ki
A

i p i= + × ω  （5.1）

である。したがって，n 期間の総在庫量は，
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t p
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tS d K d K
= = = =
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 （5.2）

②安全在庫法を用いたときの総在庫量
　n 期までの平均と平均の期待値は，需要量

di を用いて，

平均： ∑ =t
n

td
n
1  （5.3）

平均の期待値：E
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　n 期までの分散と分散の期待値は，
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なぜなら，E d d d Ct t t− −( )



 =)( 0, E d d tt t t−( )





= ∀
2 2ω ,
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= ∀
2 2ω , であることを利用した。

　i 期先の在庫量 Ŝi
B を求める。
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したがって，n 期間の総在庫量は，
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③比較
　内示を用いた時の総在庫量は，安全在庫法に
よる総在庫量に比べ少なくなることを示す。

t

n

i
B

t

n

i
AS S

= =
∑ ∑≥

1 1

ˆ ˆ  （5.10）

すなわち，
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= = = =
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2

1 1

ω ω  （5.11）

を証明すればよい。
A nt

n
t t

n
t= ∑ = ∑= =1 1
2ω ω,B として，
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が非負になることを示す。
いくつかの証明方法があるが，ここでは，チェ
ビシェフの和の不等式より，B A2 2 0− ≥ を示す。
［チェビシェフの和の不等式］
　実数 xl, y l nl =( )1, , からなる 2 つの数列
x yl l{ } { },

が単調減少列である時，すなわち

　x x xn1 2≥ ≥ ≥ ， y y yn1 2≥ ≥ ≥ に対して
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が成立する。
　ここで，

x yl l=

を代入すると，
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ω1,ω2, , ωn を大きい順に並べると，ω ω ω1 2 0( ) ( ) ( )≥ ≥ ≥ ≥

n

ω ω ω1 2 0( ) ( ) ( )≥ ≥ ≥ ≥

n とする。（5.14）式に
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とおくと，
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ところで（5.15）式において，ω l( )， ω l( )( )2
のそ

れぞれの n 個の和は並べ方にかかわらず等し
いことから，
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が成立する。よって，（5.15）式は，
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したがって，（5.12）式の左辺 ≥ 0 である。
（証明完）
　ω ω ω1 2= = = n が成立する時に，（5.11）式
の等号が成立する。また，d C tt − = ∀0, のとき
に，（5.8）式の等号が成立する。したがって，
この 2 つが同時に成立するときには，（5.10）
式の等号が成立する。すなわち，①各期の内示
が期間の需要量（確定注文）の平均値に等しく，
かつ②各期の需要のばらつきがすべて等しいと
きには内示を用いる方法の総在庫量と安全在庫
法による総在庫量は等しいことを示している。
それ以外では，内示を用いた時の総在庫量は，
安全在庫法による総在庫量より小さくなる。特
に，内示の変動が激しい場合には， d Ct - が
大きくなり， d Ct −( )2

は非常に大きくなること
から，（5.10）式における不等式の両辺の差は
ますます拡大する。内示を用いる方法がきわめ
て効果が高くなることを示している。

5．2　内示を用いることの意味

　 2つの方法を表した模式図を図 7に示す。
　安全在庫法は，図 7（a）のように需要量（実
現値）の平均からのばらつき（標準偏差）を用
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いる。一方，内示を用いる方法では，図 7（b）
のように確定注文（需要量の実現値）と内示の
差（ブレ）のばらつき（標準偏差）を用いる。
結果として，内示を用いる方法のばらつき（標
準偏差）は，安全在庫法のばらつき（標準偏差）
より小さくなるために，総在庫量が小さくなる
のである。特に，確定注文の変動が激しくなれ
ばなるほど平均からの偏差が大きくなることか
ら，安全在庫法のばらつき（標準偏差）は大き
くなる。このために両者の総在庫量の差はます
ます大きくなる。
　ビジネスの変化が緩やかな時代であれば，需
要量の変動も小さく，需要量のばらつき（標準
偏差）も小さくなるので，安全在庫法で充分で
あったかもしれない。しかし，ビジネスの変化
が激しい昨今であれば長い期間にわたって需要
の平均が同じであるはずがなく，需要の平均そ
のものが変動する。そのために，この「変動す
る平均」をとらえ，これをベースとした需要の
ばらつき（標準偏差）を考えることが重要にな

る。内示は，この「変動する平均」の代表例と
いえる。
　昨今においてはビジネスの変化の激しい時代
であるからこそ，内示活用のメリットは大きく，
内示方式が採用される。提示側は先行的に需要
予測情報を供給業者へ提示することにより，供
給業者が多くの在庫を持つことなく，供給でき
る機会を作っているのである。したがって，直
接に顧客と接しない企業から見れば，内示には
不確実性が内在するとしても，間接的に顧客の
需要を想起でき，在庫削減につながる貴重な先
行予測情報であるといえる。ここに内示を活用
することの意味を見出すことができる。

6． 在庫品切れリスクの評価（1）─ブレ分
布が正規分布の場合

　顧客注文に対する不充当（在庫品切れ）は商
取引における経営リスクである。頻繁に起こる
と取引停止になる可能性もある。在庫品切れを
リスクととらえ，手持ちの在庫レベルの危険度
を評価する方法を述べる。
　本章では，ブレ分布が正規分布であると仮定
し， 2つの指標について詳述する。
　 1 つは，在庫品切れのリスクを確率で表す
「未達率」であり，他は，在庫切れが起こった
時の平均的な在庫品切れのリスクを量で表す
「平均在庫品切れ量」である。また，代表的リ
スク評価尺度である VaR (Value - at - Risk)，
AVaR (Average Value - at - Risk) と未達率，平
均在庫品切れ量との関係を示す。これらの評価
尺度を組み合わせて，手持ちの在庫レベルの危
険度合いを多面的に評価することは，リスクを
事前に察知し，レジリエンスを高めることに有
効である。

6．1　未達率

　文献［2, 8, 9, 12, 13］に基づき，在庫品切れリ
スクを確率で表現する指標を整理，体系化した。

図 7　 需要量（実績）に対するばらつきのとらえ
方（縦軸：数量，横軸：期）

（a）安全在庫法

（b）内示を用いる方法
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6．1．1　 i 期先の未達率 SO i( )

　i 期先の未達率とは，i 期先において在庫品
切れが起こる確率である。i 期先の在庫量，在
庫量の期待値，分散は，（3.5）（3.7）（3.8）式
のように示される。これらを用いて，i 期先の
未達率（unfulfilled order ratio）SO i( ) は，在庫
量が 0未満になる確率であるから，

SO Prob S Si
i i

( ) ≡ − ≥{ }1 0|  （6.1）

である。ブレ分布が正規分布の場合は，在庫
量 Si の平均 mi，標準偏差 σ i，確率密度関数
（probability density function） f S mi

i i i
( ) ( ); ,σ 2 と

すると，

f S m
S mi

i i i
i

i i

i

( ) ( ) = −
−( )











; ,σ

πσ σ
2

2

2
1
2 2

exp

 （6.2）

SO f S m dSi i
i i i i

( ) ( )∞
≡ − ( )∫ ; ,1

0
2σ  （6.3）

である。 1次元の正規確率分布の計算を扱えば
よく，EXCEL 関数の一つである NORMDIST

関数を使って求めることができる。

SO NORMDIST m TRUEi
i i

( ) = ( ), , ,0 σ

6．1．2　n 期間トータル未達率 SOn

　n 期間トータル未達率 SOn は，n 期間のい
ずれかの期においても在庫品切れが起こらない
確率である。文献［2, 12, 13］に基づき整理，
集約した。
　まず，n 期間の在庫量の分散共分散行列をし
めす。
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であるから，分散共分散行列 Σ は，下記のよ
うに構成される．
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また，相関係数 ρij，相関係数行列 R は，

ρ
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σ
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 （6.6）
ρii i= ∀1,

ρ ρij ji i j i= ∀ ∀ ≠, ,

を用いて，

R i jij≡ { } ∀ ∀ρ , ,  （6.7）

である。
　未達率 SOn は，

SO Prob S Sn i
n

i
ˆ≡ − ∩ ≥{ }=1 01|  （6.8）

である。ここで， ˆ , , ,S S S Sn=  1 2  は各期の在
庫量を n 次元ベクトルとして表現したもので
あり，また，その期待値を ˆ , , ,m m m mn=  1 2 

とすると，n 期間トータル未達率 SOn は，

SO f S m dSn ; ,ˆ ˆ ˆ≡ − ( )∞ ∞∞
∫ ∫∫1
0 00
 Σ  （6.9）
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である［25, 26］。
　n 次元正規分布の確率を求める計算方法を述
べる。（6.6）式より，分散共分散行列を規定す

るパラメーターが 
n n

n
+( )

≥( )1
2

2 ではなく，

σ i i n=( )1 2, , , という n 個となる特別なケース

である。この場合は，n 次元正規確率分布計算
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を n/ 2 あるいは，(n - 1)/2 重積分の数値計算
で求まることが知られている［27, 28］。また，
n = 3 4 5, , の場合に EXCELを用いて実用時間の範

囲で計算可能であると報告されている［2, 12］。
　しかし，n が大きくなった場合には，一般的
に，n 次元正規分布の確率を求める計算は容易
ではなく，SOn の簡便な指標が開発されている。
6．1．3　 n 期間トータル未達率 SOn の簡便

指標

　文献［2］に基づき， SOn に対する 2つの簡
便指標を示す。
　A. 各期の在庫量は互いに独立であるとする
場合のトータル未達率 SOn( )0

　B. 各期の在庫量は互いに相関があるが，相
関行列の非対角要素の値はすべて同じであり，
非対角要素の中の最小値（ρmin）であるとする
場合のトータル未達率 SOn( )minρ

①トータル未達率 SOn( )0

　内示期間の各期の在庫量は互いに独立である
ことから，（6.5）式における Σ の対角要素は
そのままで，それ以外の非対角要素が 0である。
したがって，対角要素のみを考慮すればよい。

SO f S m dSn
i

n
i

i i i i0 1
1

0
2( ) ≡ − ( )

=

( )∞
∏∫ ; ,σ

          = − −( )
=

( )∏1 1
1i

n
iSO  （6.11）

となり，この計算法はまず未達率 SO i( ) を計算
しておき， 1 −( )( )SO i の乗算にて求めることが
できる。この数値計算は 1次元の正規確率分布
の計算を扱えばよく，きわめて容易である。
②トータル未達率指標 SOn( )minρ

　内示期間の各期の在庫量 S i ni , , ,= 1 は互い
に相関があるが，非対角要素の相関係数はすべ
て同じで，相関行列の非対角要素のうち最小値
（ρmin）をとると仮定した場合である．
　新しい相関行列はその対角要素を除いて，

Rmin min≡ { }ρ

である。ρmin ≥ 0 であり，相関係数行列 Rmin
は，対角要素以外のパラメーターは 1つである．
したがって，

SOn( )minρ
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のように， 1 重積分となる［25］。ここで，
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，Φ t v dv
t( ) = ( )
−∞∫ φ であり，それ

ぞれ平均 0，標準偏差 1の正規分布の確率密度
関数，分布関数である。
6．1．4　 3つの指標の性質

　 3つの指標の間にはきわめて便利な性質があ
ることが示されている［2, 12, 26］。
【性質 1】 3つの指標の関係は，

SO SO SOn n n≤ ≤( ) ( )minρ 0  （6.13）

である。
【性質 2】n = 1 の場合は，SO SO SOn n n= =( ) ( )minρ 0

SO SO SOn n n= =( ) ( )minρ 0 である。

【性質 3】n = 2 の場合は，SO SOn n= ( )minρ で
ある。
　これらの性質から，n 期間トータル未達率
SOn の代替として SOn 0( )，SOn minρ( ) をもち
いると SOn より大きな値として計算される。
例えば，SOn 0( ) が 5％になる場合には，SOn

は 5％以下になることを保証しており，在庫品
切れの指標として用いる時は安全サイドの計算
ができることになる。

6．2　平均在庫品切れ量 ESO ( )
　文献［21］に基づき，在庫品切れリスクを量
で表現する指標を整理した。
6．2．1　平均在庫品切れ量の定義

　在庫切れが起こった時の平均在庫品切れ量
ESO ( ) を定義している［21］。在庫量 X につ
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いて X x= の分布関数 F x( ) とその確率密度関
数を f x( )，未達率  とすると，

ESO xf x dx


( ) ≡ − ( )
−∞∫1
0

 （6.14）

である。ここで，

 = ( ) = − ( )
−∞

∞
∫ ∫f x dx f x dx
0

0
1  （6.15）

である。
6．2．2　代表的リスク評価尺度との関係

　リスク，例えば，金融商品の利益，支出，損
失額を X とし，X x= の分布関数 F x( ) の確
率密度関数を f x( )，Conditional level を 1 −( )θ

とする。なお，θ  は tail probability ともいわれ
る［29］。また，F x( ) の θ に関する逆関数を
FX

− ( )1 θ とする。

　代表的リスク評価尺度として VaR Xθ ( ), 
AVaR Xθ ( ) を取り上げる［29］。

VaR X inf F x FXθ θ θ( ) ≡ − ( ) ≥{ } = − ( )−1  （6.16）

AVaR X VaR X dppθ
θ

θ
( ) ≡ ( )∫1 0

 （6.17）

以下は，VaR Xθ ( ),AVaR Xθ ( ), 平均在庫品切れ
量の関係について文献［21］に基づき整理した。
（1）VaR Xθ ( ) と未達率  の関係
　VaR の定義より，

θ
θ θ= ( ) = ( )

−∞

( )
−∞

− ( )−

∫ ∫f x dx f x dx
F VaR XX

1

 （6.18）

VaR Xθ ( ) = 0 の時には，（6.18）式と（6.15）式

を用いて，

θ θ= ( ) = ( ) =
−∞

− ( )
−∞∫ ∫f x dx f x dx

VaR X 0
 （6.19）

となり，θ =  である。すなわち，リスク量
VaR Xθ ( ) = 0 となる θ は，未達率  と同じ値

である。このことは，tail probability のリス
ク量 VaR X ( ) は 0であることを表している。
（2）AVaR Xθ ( ) と平均在庫品切れ量の関係
　AVaR の定義より，

AVaR X VaR X dp

F p dp

p

X

θ
θ

θ

θ

θ

( ) = ( )

= − ( )

∫

∫ −

1

1
0

1
0

 （6.20）

y F pX= ( )−1  （6.21）

とおくと，

F y pX ( ) =

両辺を p について，微分すると，

F y
dy

dy
dp

f y
dy
dp

X ( )
× = ( ) × = 1

である。（6.21）式より，p = 0 のときは y → −∞，
p =  のときは y = 0 であるから，

AVaR X F p dp

yf y dy ESO

Xθ=
−

−∞

( ) = − ( )

= − ( ) = ( )

∫

∫









1

1

1
0

0

 （6.22）

　θ =  の時にはリスク量 AVaR X ( ) は平均在
庫品切れ量 ESO ( ) と等価である。リスク評価
尺度と平均在庫品切れ量との関係を図 8に示す。

図 8　 リスク評価尺度と平均在庫品切れ量との関
係（θ =  なら AVaR X ( ) = ESO ( )）

（a）リスク評価尺度 AVaR

（b）平均在庫品切れ量 ESO
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（3）平均在庫品切れ量 ESO ( ) の求め方
　在庫量 Si の平均 mi，標準偏差 σ i の正規分
布に従う場合に，未達率  の時の平均在庫品
切れ量 ESO ( ) は，

ESO exp
VaR X

mi
i



( ) = −
( )( )















−
σ

π2 2

2


 （6.23）

である［29］。ここで， X は平均 0，標準偏差
1 に従う正規分布であり，VaR X

( ) は EXCEL

関数を使って求めることができる。

VaR X NORSMINV
( ) = ( )

7．　在庫品切れリスクの評価（2）─ブレ分
布が正規分布以外の場合

　品種の違いや顧客の発注の状況により，ブレ
分布が必ずしも正規分布でない場合あるいは，
近似的にも正規分布とはみなされない場合があ
る。例えば，
① ブレ分布が上方提示型あるいは，下方提示型
の場合でかつ，分布形が左右対称ではなく左
右のどちらかに長く裾野を引く場合（例えば，
ブレ分布の形がガンマ分布に近い）がある。
② 相対的にいつもよくおこる注文量があるわけ
ではなく，注文量が大きい場合も小さい場合
もほぼ均等に（一様に）おこり，需要量の分
布が一定の変動幅内にある場合（例えば，需
要量の分布の形が一様分布に近い）がある。
文献［21, 30］に基づき，ブレ分布が正規分布
以外の場合の在庫量 Si の分布の求め方を集約
した。

7．1　ブレ分布の形が特定できかつ再生性を持

つ場合

　ある分布に従う独立な 2つの変数の和を考え
たときに，和の分布も同じ形の分布になるとき，

その分布は「再生性」を持つという。正規分布，
ガンマ分布，カイ 2乗分布，ポアソン分布，二
項分布等は再生性を有する分布であることが知
られている［20］。
　n 期間のトータルの未達率 SOn を求める場
合に，期ごとの在庫量の平均，標準偏差，分布
形が必要になるが，再生性を持つ分布の場合に
はこれらが容易に求められ，リスク評価が容易
にできる［2］。
　分布が特定できるときには，その分布を用い
た方法が有利であることが報告されている ［31, 

32］。

7．2　ブレ分布の形が特定できるが再生性を持

たない場合

　一様分布の場合は，再生性を有しないが，変
数の和の分布形を計算する式が求められており，
これを使うと期別の在庫量の分布形を求めるこ
とができる［33］。

7．3　ブレ分布の形が特定できない場合

　ブレ分布の形が特定できないが，平均と標準
偏差のみがわかっている場合である。チェビ
シェフの不等式を用いて，在庫量のリスク評価
ができる。i 期先の在庫量 Si の平均 mi，標準
偏差 σ i とすると，任意の k に対して，チェビ
シェフの不等式［30］に当てはめてみる。

Prob S m k ki i i− >( ) ≤σ 1 2/  （7.1）

すなわち，標準偏差 σ i の k 倍から外れる確率
は 1 2/ k 以下であることを示している。

7．4　ブレ分布が度数分布表であらわされる場合

　実務的には，過去の業務データの統計処理を
してブレ分布を求めるが，代表的な分布の形に
ならない場合，分布形が単一の数式で表現され
ず区分的に決まる場合，度数分布表であらわさ
れる場合などがあり，特別な工夫が必要になる。
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8．　内示理論の適用

8．1　内示業務プロセスを規定するキー項目

　内示を用いて在庫レベルのリスク評価を行い，
適切な生産あるいは発注を行う業務プロセスを
「内示業務プロセス」と呼ぶ。文献［17–20］を
もとに，内示業務プロセスを規定するキー項目，
特にブレパターンを中心にして，図 9に示すよ
うに更新した。内示理論に基づいて，新しく内
示業務プロセスを構築する場合や既存の内示業
務プロセスを再構築する場合などに留意すべき
設計項目である。
　図 9のキー項目を用いて表現される内示業務
プロセスの一例を示す。（　）の中にキー項目
を対応付けている。
　『取引先の発注部門（内示提示部門）から品
番単位（内示情報項目）に，毎週金曜日（内示
提示タイミング）に，日ごと（時間の単位）に，
翌々週から先 3か月（内示提示期間）の内示情
報をうけとる。確定注文は，翌週月曜日（確定
注文提示タイミング）から 1週間（確定注文提
示期間）である。ブレ分布は，過去のデータに
ついて統計処理をして求めた。ブレの分布（内

示ブレパターン）は，平均はほぼ 0（中央提示
型）で，分布の形は正規分布に近く，左右対称
（ブレ分布）である。在庫レベルのリスク評価
は未達率 SOn( )0 と平均在庫品切れ量 ESO ( )
（リスク評価尺度）の 2 つを用いて行うことに
した。これらの活動は毎週金曜日ごとに繰り返
される（内示提示パターンがローリング型）。』
　実際の内示業務プロセスは，これらのキー項
目の組み合わせであり，多くのバリエーション
が派生する。それぞれのバリエーションのケー
スに合わせて， 2， 3章で示した基本形モデル
の枠組みへのあてはめを行う。

8．2　内示理論の適用時の留意点

（1） リスクを考慮した生産量あるいは発注量の
決定方法

　初期在庫量 S0，内示 d i ni( )0 < ≤ ，ブレの平
均値 µi i n( )0 < ≤ が与えられれば，在庫量の期
待値 E Si  を適正な在庫目標に位置づけるよ
うな x i ni( )0 < ≤ を求める「生産量（あるいは
発注量）の決定問題」を定式化できる。
　この立場から多くの論文がある。内示を活用
し，単期間および多期間の生産計画の解法を示

図 9　内示業務プロセスを規定するキー項目
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したマスカスタマイゼーション対応の生産計画
システム［8–16］とそのソフトウエアに関する
もの［11, 14］，多段階の生産計画［34, 35］，物
流計画［36, 37］，販売生産連携計画［38］へ
の適用が報告されている。また，限定された需
要情報のもとでの多期間生産計画［39］, リス
クを考慮した在庫補充［40–42］, ゲーム理論的
アプローチによる計画の作成法［22］が報告さ
れている。
（2）在庫品切れ以外の評価指標
　在庫品切れ以外の評価指標としてロバストネ
ス，フレキシビリティの視点から発注方式を検
討したもの［43–45］，内示システムを採用する
サプライチェーンにおけるブルウィップ効果を
扱ったもの［46, 47］が報告されている。

9．　お　わ　り　に

　本論文においては，内示は確定注文の到着に
先立って，「顧客の調達活動（受取側から見れ
ば需要）」を予想できそうな先行需要予測情報
であると認識し，内示を生産管理，在庫管理，
発注管理に有効に活用するための方法を内示理
論として体系化したものである。更に「安全在
庫法」と比較して，「内示を用いた方法」の優
位性を明らかにした。
　（1）内示と確定注文の差をブレと定義し，確
定注文を内示とブレの和で表現し，期ごとの在
庫量を初期在庫量，生産量（あるいは発注量），
内示，ブレを用いてモデル化した。
　（2）ブレ分布の平均値と標準偏差をもとに，
期ごとの在庫量の平均，標準偏差を導いた。ま
た，在庫見通しを定義し，在庫の期待値と在庫
見通しの違いを明らかにした。不確実な需要環
境においては，在庫見通しを用いる方法は課題
が多いことを述べた。
　（3）不確実な需要環境の下では，従来の「安
全在庫法」に比較して「内示を用いる方法」が
優位であることを理論的に証明した。また，内

示を用いることの意味を詳述した。
　（4）在庫のリスクを評価する尺度として，未
達率，平均在庫品切れ量をとりあげ，一般的な
リスク評価尺度との関係性を整理した。
　この 2つのリスク評価指標は在庫品切れリス
クに対して異なった側面のリスク表現であり，
併用することがレジリエンスを高めることに重
要であることを述べた。
　（5）内示業務プロセスを規定するキー項目を
体系化した。実際の内示業務プロセスはこれら
のキー項目の組み合わせであり，多くのバリ
エーションが派生することを述べた。それぞれ
のバリエーションに合わせて，基本形モデルへ
のあてはめを行うことが大切である。
　今後の課題として，
　（1）内示そのものの特性についてのさらなる
研究が求められる。先行需要予測情報としてよ
り適正な内示の構成法を探求する必要がある。
　（2）内示を時系列データとみなして，時系列
的な特性の解析が必要である。内示は非定常過
程であると思われるが，内示と確定注文の差す
なわちブレについての時系列的な特性の検証が
必要であろう［48］。
　（3）実務的には，より少ないサンプルを用い
てブレ分布を構成しなければならない場合のリ
スク評価，発注計画の作成法等が求められる。

　現在はビジネスのスピードが激しい時代であ
る。顧客からの注文の変動は大きく，それを反
映して必要な資材，部品の調達においても，そ
れは伝搬され，変動は大きくなる。これらの調
達活動における需要変動の傾向は，確定注文に
先行して，「内示の変動」となって，受取側に
届く。内示理論では確定注文を「内示とブレの
和」としてモデル化する。確定注文そのものを
予測しようとはせず，まず先行需要予測情報で
ある内示を利用し，そのうえで内示では反映で
きていないブレが加わると考える。ブレの標準
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偏差は，確定注文の標準偏差より小さくなると
見込まれることから内示を使う方法が有利であ
る。従来では見過ごされてきた事柄に対して，
今日的な視点から内示の優位性を指摘した。
　不確実な時代において，内示という先行需要
予測情報を生産管理，在庫管理，発注管理に有
効に活用する方法を体系化した内示理論は意義
深いと思われる。
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